[タイトル]

不動産を目的とする１個の抵当権が数個の債権を担保しそのうちの１個の債権のみについての保証人が当該債権に係る残債務全額につき代位弁済した場合において当該抵当不動産の換価による売却代金が被担保債権のすべてを消滅させるに足りないときの上記売却代金からの弁済受領額
[判決裁判所]

最高裁判所
[判決日]

平成１７年１月２７日

[事件番号]

平成１６年（受）第１０１９号
[事件名]
更生担保権優先関係確認請求事件
[出典]

最高裁判所民事判例集５９巻１号２００頁 

裁判所時報１３８０号１２頁 

判例時報１８８７号３９頁 

判例タイムズ１１７３号１６８頁 

金融法務事情１７３８号１０５頁 

金融・商事判例１２１５号２７頁 

最高裁判所裁判集民事２１６号１９７頁
[当事者名]
上告人（被告・控訴人）　株式会社新生銀行
同補助参加人　預金保険機構

対

被上告人（原告・被控訴人）　住宅金融公庫
[事実の概要]
Ⅰ　本件は，不動産を目的とする１個の抵当権が数個の債権を担保し，そのうちの１個の債権のみについての保証人が当該債権に係る残債務全額につき代位弁済した場合において，当該抵当不動産の換価による売却代金が被担保債権のすべてを消滅させるに足りないときには，債権者が保証人に優先して上記売却代金から弁済を受けるのか，又は，債権者と保証人は，両者間に上記売却代金からの弁済の受領についての特段の合意がない限り，上記売却代金につき，債権者が有する残債権額と保証人が代位によって取得した債権額に応じて案分して弁済を受けるのかが争われた事案である。

Ⅱ　Ｘは，Ａ社に対し，３個の貸付け債権を有していた（なお，１審，原審では，これらの債権が１個の債権であるか否かという認定問題も争点になっていたが，１審，原審ともに，これ等の債権が別個の債権であると認定している。本判決は，このような原審の認定を前提とした判断をしたものである。本件の事実関係においては，本件各債権が１個の債権であると認定すべき根拠も乏しいものと考えられる）。Ｘに対し，Ｙは上記各貸付債権に係る債務を連帯保証し，Ａ社は，上記各貸付債権を被担保債権として，その所有に係る本件不動産に抵当権を設定し，その旨の抵当権設定登記を了した。Ａ社は，会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けて上記各貸付債権についての期限の利益を喪失し，Ｙは，上記各貸付債権のうちの２個の貸付債権の保証期間が経過した後，Ｘに対し，保証期間が経過していなかった１個の貸付債権に係る残債務全額につき代位弁済した。Ａ社の確定した更生計画では，Ｘ及びＹが有する抵当権に係る更生担保権について，本件不動産を売却処分し，その売却代金につき，実体法上の担保権ないし弁済を受ける権利の順位に従って弁済することを定めている。Ａ社の管財人は，本件不動産の売却代金につき暫定的にＸが有する残債権の元本額とＹが代位によって取得した債権の元本額に応じて案分して弁済したので，Ｘは，Ｙに対し，ＸがＹに優先して弁済を受ける権利を有していると主張して，不当利得返還請求権に基づき，Ｘが弁済を受けられなかった金員の返還等を求めている。
Ⅲ　１審及び原審は，債権の一部につき代位弁済がされた場合，当該債権を被担保債権とする抵当権の実行による売却代金からの弁済の受領については，代位弁済者は，債権者に劣後するものと解するのが相当であるが（最一小判昭和６０・５・２３民集３９巻４号９４０頁），ここにいう「債権の一部につき代位弁済がされた場合」とは，１個の債権の一部につき代位弁済がされた場合に限らず，抵当権が数個の債権を被担保債権としている場合において，そのうちの１個の債権に係る残債務全額につき代位弁済がされたときをも含むものと解するのが相当であるとして，Ｘの請求を認容すべきものとした。

Ⅳ　Ｙから上告及び上告受理申立てがされ，上告は単なる法令違反をいうものとして棄却され，上告受理申立てが受理されたが，上告受理申立て理由のうち，民法５００条・５０２条１項・３９８条ノ１４・４８９条（平成１６年法律第１４７号に拠る改正前のもの。以下，同じ）等の解釈の誤りをいい，具体的には，具体的には，「前掲最一小判昭和６０・５・２３は，１個の債権の一部の代位弁済が行われた場合における債権者と代位弁済者の優先関係について判示したものであり，１個の抵当権が数個の債権を担保し，そのうちの１個の債権のみについての保証人が当該債権にかかる残債務全額につき代位弁済した場合について判示したものではない。この場合は，債権者と保証人は，上記売却代金につき，債権者が有する残債権額と保証人が代位によって取得した債権額に応じて案分して弁済を受ける」と主張する部分以外は排除された。

Ⅴ　本判決は，次のとおり判示し，原判決を破棄し，ＸがＹに優先して弁済を受ける旨の合意の有無等（Ｘは，ＸがＹに優先して弁済を受ける旨の合意が成立していたと主張している。Ａ社の管財人は，本件不動産の売却代金につき暫定的にＸが有する残債権額の元本額とＹが代位によって取得した債権の元本額に応じて案分して弁済したにすぎないのであり，正確な按分額を算出する必要もある）について更に審理を尽くさせるため，本件を原審に差し戻した。

[判旨]
不動産を目的とする１個の抵当権が数個の債権を担保し，そのうちの１個の債権のみについての保証人が当該債権に係る残債務全額につき代位弁済した場合において，当該抵当不動産の換価による売却代金が被担保債権のすべてを消滅させるに足りないときには，債権者と保証人は，両者間に上記売却代金からの弁済の受領についての特段の合意がない限り，上記売却代金につき，債権者が有する残債権額と保証人が代位によって取得した債権額に応じて案分して弁済を受ける。
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